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記者発表項目

① 一般職業紹介状況≪令和２年９月分≫（１０月３０日発表）

② 宮崎労働局における雇用調整助成金の支給決定状況について
（１０月３０日発表）

③ 11月は『人材開発促進月間』です！

④ 11月は「過労死等防止啓発月間」です

⑤ 11月は「しわ寄せ」防止キャンペーン月間です

⑥ ハローワークの主要指標等の実績≪令和２年８月分≫
（１０月３０日発表）

⑦ 宮崎労働局・労働基準監督署・公共職業安定所の行事予定
≪令和２年１１月≫（１０月３０日発表）

⑧ 宮崎労働局広報紙「GOGO!宮崎労働局」（第４４号）
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令和元年 令和２年

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

1.42 1.40 1.38 1.34 1.30 1.28 1.20 1.12 1.10 1.10 1.14 1.11

1.58 1.57 1.57 1.49 1.45 1.39 1.32 1.20 1.11 1.08 1.04 1.03

○季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X－12－ARIMA）による。 なお、令和元年12月以前の数値は、令和2年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

　有効求人倍率〈季節調整値、倍〉　

全　　国

宮　　崎

報道関係者 　各位

一般職業紹介状況（令和2年9月分）

令和２年９月の有効求人倍率（季節調整値）は、１．１１倍と前月より０．０３ポイント低下。

有効求人倍率は、６３ヶ月連続で１倍台を維持。

正社員有効求人倍率（原数値）は、０．８７倍と前年同月より０．１４ポイント低下。

雇用失業情勢は、求人が求職を上回って推移しており、求人の減少に下げ止まりの動きもみられるが、新

型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に十分注意する必要がある。

・令和2年9月の【有効求人倍率】(季節調整値)は、前月より0.03ポイント下回り１．１１倍となった。
・【有効求職者数】は、前月比（季節調整値）で0.8％増、前年同月比（原数値）で8.9％増（6ヶ月連続）。
・【有効求人数】は、前月比（季節調整値）で2.2％減、前年同月比（原数値）で15.2％減（23ヶ月連続）。
・【新規求職者数】は、前年同月比（原数値）9.1％減、【新規求人数】は、前年同月比（原数値）12.7％減となった。
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（注）月別の数値は季節調整値

本県の労働市場における有効求人倍率（季節調整値）は、有効求職者数（同）が前月比0.8％増加し、有効求人数（同）は前月比2.2％減少したこと
から、前月より0.03ポイント下回り1.11倍となった。

新規求職者数（原数値）は、前年同月比で9.1％（407人）減少となった。なお、有効求職者数（原数値）は、前年同月比8.9％（1,696人）増加し6ヶ月連
続となっている。

新規常用求職者（パートを除く）を求職時の態様別にみると、前年同月比で在職者が15.1％（146人）減、離職者が4.9％（86人）減、無業者が18.9％
（32人）減となった。なお、離職者のうち、事業主都合離職者は3.3％（12人）増となっている。

一方、新規求人数（原数値）は、前年同月比で12.7％（1,274人）減少となった。また、有効求人数（原数値）は、前年同月比で15.2％（4,128人）の減
少で23ヶ月連続となっている。

新規求人数を産業別にみると、前年同月比で18産業中6産業で増加となった。内訳としては、情報通信業が85人（71.4%)増、宿泊業、飲食サービス
業が81人（14.2%)増等となる一方、公務、その他が427人（81.2%）減、卸売業、小売業が412人（30.7%）減、生活関連サービス業、娯楽業で218人
（50.7％）減等（18産業中12産業で減少）となったことから、全体で1,274人（12.7%）の減少となった。
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有効求人倍率の動き宮 崎

全 国（倍）

宮崎労働局 Press Release

宮崎労働局発表

令和2年10月30日解禁

【照会先】
宮崎労働局職業安定部
部 長 大原 竜太
職 業 安 定 課長 山本 浩一
地方労働市場情報官 中山 智子

（代表電話）0985（38）8823

季節調整値

季節調整値

元年 ２年

＊令和元年度（平成31年4月を含む。）
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１．新規求職の動き＜季節調整値＞

新規求職（パートを含む、人）
令和元年 令和２年

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

4,628 4,618 4,555 4,546 4,548 4,340 4,541 4,392 4,515 4,336 4,323 4,072

0.0% -0.2% -1.4% -0.2% 0.0% -4.6% 4.6% -3.3% 2.8% -4.0% -0.3% -5.8%

２．新規求人の動き＜季節調整値＞

令和元年 令和２年

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

9,459 9,286 9,187 8,438 8,986 8,303 7,463 8,095 8,427 7,797 8,836 8,161

-2.7% -1.8% -1.1% -8.2% 6.5% -7.6% -10.1% 8.5% 4.1% -7.5% 13.3% -7.6%

３．職業紹介状況について（パートを含む）＜原数値＞

就職（パートを含む、件）
平成30年 平成31年 令和元年

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

2,281 2,038 1,569 1,619 2,096 2,474 2,210 2,139 2,115 2,019 1,740 2,020
令和元年 令和２年

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

2,020 1,738 1,505 1,447 1,671 2,339 1,811 1,568 1,837 1,644 1,479 1,677

-11.4% -14.7% -4.1% -10.6% -20.3% -5.5% -18.1% -26.7% -13.1% -18.6% -15.0% -17.0%

平成30年 平成31年 令和元年

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

46.8% 50.3% 48.2% 30.8% 42.3% 48.2% 35.1% 42.6% 46.9% 42.4% 40.2% 44.9%
令和元年 令和２年

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

44.2% 46.9% 46.3% 29.0% 37.5% 47.8% 29.1% 35.7% 40.5% 38.9% 37.7% 41.0%

４．正社員有効求人倍率の動き＜原数値＞

 

就
職
率

<数値の対比は前年同月比>　　

次回公表予定日　令和2年12月1日（火）

就
職
件
数

対前年同月比

<数値の対比は前月比>　　

新規求職数

前月比

前月比

新規求人

<数値の対比は前月比>　　

新規求人（パートを含む、人）

○【新規求人数】（季節調整値）は、8,161人で7.6％（675人）減少となった。

○【新規求職者数】（季節調整値）は、4,072人で5.8％（251人）減少となった。

○【職業紹介状況】は、紹介件数が884（16.8%）減の4,366件となり、就職件数は343件（17.0%）減
の1,677件となった。就職率（対新規求職者）は、3.9ポイント下回って41.0％となった。

○【正社員有効求人倍率】（原数値）は、0.87倍となり、前年同月比で0.14ポイント低下した。
（ 正社員有効求人数 11,078人 常用フルタイム有効求職者数12,763人 ）
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別表１　職業紹介状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

20,744 20,277 － 19,048 8.9 

＊ 20,439 ＊ 20,269 0.8 18,884 －

２ 新規求職申込件数（件） 4,087 3,921 － 4,494 ▲9.1 

22,996 22,359 － 27,124 ▲15.2 

＊ 22,623 ＊ 23,127 ▲2.2 27,010 －

４ 新規求人数　　 　　（人） 8,761 7,952 － 10,035 ▲12.7 

５ 紹介件数　　 　　 　（件） 4,366 4,021 5,250 ▲16.8 

６ 就職件数　　 　　 　（件） 1,677 1,479 2,020 ▲17.0 

７ 就職率（6/2）　　　 （％） 41.0 37.7 44.9 ▲3.9 

８ 充足数  （件） 1,632 1,424 1,899 ▲14.1 

９ 充足率（8/4）　　　 （％） 18.6 17.9 18.9 ▲0.3 

宮崎県 1.11 1.14 ▲0.03 1.43

全 　国 1.03 1.04 ▲0.01 1.58

別表３　雇用保険一般受給者実人員の推移(基本手当基本分、人) 　　　※令和元年度（平成31年4月を含む。）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

平成30年度 3,581 4,444 4,200 4,553 4,607 4,331 4,371 4,024 3,774 3,839 3,590 3,462

令和元年度 3,579 4,141 4,034 4,566 4,635 4,596 4,458 4,098 3,935 3,922 3,670 3,726

令和２年度 3,594 4,053 4,652 5,013 5,252 5,222

　　　　(受給者実人員＝失業給付を実際に受けた受給資格者の実数をいう)

別表４　安定所別有効求人倍率（原数値、倍）

宮　崎 1.04 1.07 1.57 ▲0.53 

延　岡 1.06 1.04 1.15 ▲0.09 

日　向 1.02 0.98 1.11 ▲0.09 

都　城 1.47 1.45 1.66 ▲0.19 

日　南 0.83 0.72 1.04 ▲0.21 

高　鍋 1.02 1.01 1.19 ▲0.17 

小　林 1.33 1.28 1.47 ▲0.14 

県　計 1.11 1.10 1.42 ▲0.31 

対　前　月 対前年同月
令和2年9月 令和2年8月 増減率(差)

前年同月差
(ポイント)

令和元年9月

３ 月間有効求人数 （人）

１ 月間有効求職者数（人）

季節調整値

前　月　差
(ポイント)

（％） （％）
増減率(差)

令和2年9月 令和2年8月 令和元年9月

季節調整値

令和元年9月

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和元年12月以前の数値は、令和2年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

別表２　有効求人倍率（季節調整値、倍）

令和2年9月 令和2年8月
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令和2年9月

1.00 1.03 1.56

1.02 1.04 1.27

0.88 0.91 1.19

1.10 1.11 1.62

1.08 1.07 1.49

1.11 1.14 1.43

1.08 1.08 1.35

0.64 0.67 1.19

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和元年12月以前の数値は、令和2年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

別表６　パートタイム職業紹介状況

7,939 7,650 7,040

1,445 1,354 1,576

7,731 7,374 9,338

3,119 2,655 3,573

1,428 1,303 1,606

606 534 700

594 511 655

19.0% 19.2% 18.3%

別表７　新規常用求職者の求職時の態様別内訳(パートを除く）

令和2年9月

令和元年9月

前年比

令和2年9月

令和元年9月

前年比

令和2年9月

令和元年9月

前年比

令和2年9月

令和元年9月

前年比

令和2年9月

令和元年9月

前年比

令和2年9月

令和元年9月

前年比

長　崎

福　岡

令和2年8月
前月差

(ポイント)
令和元年9月

▲0.03

増減率・差

鹿児島

沖　縄

宮　崎

▲0.02

▲0.03

佐　賀

熊　本

大　分

▲0.03

▲0.01

0.01

前年同月

▲0.03

0.00

（％）

１ 月間有効求職者数（人） 12.8 

２ 新規求職申込件数（件）

令和2年9月 令和2年8月 令和元年9月

３ 月間有効求人数　 （人）

▲8.3 

▲17.2 

４ 新規求人数　　 　　（人）

５ 紹介件数　　 　　 　（件）

▲12.7 

▲11.1 

６ 就職件数　　 　　 　（件）

７　充足数　　　　　　　（件）

▲13.4 

▲9.3 

８　充足率　　　　　　　（％） 0.7 

県　  計 24歳以下 25歳～34歳 35歳～44歳 45歳～54歳 55歳～64歳 65歳以上 合計

新規求職申込件数

360 625 553 538 420 144 2,640

423 691 648 557 424 161 2,904

▲ 14.9% ▲ 9.6% ▲ 14.7% ▲ 3.4% ▲ 0.9% ▲ 10.6% ▲ 9.1%

15 824

在職者

121 219 188 172 109

137 263 224 200 123 23 970

▲ 11.7% ▲ 16.7% ▲ 16.1% ▲ 14.0% ▲ 11.4% ▲ 34.8% ▲ 15.1%

離職者

208 377 341 340 291 122 1,679

230 392 398 334 285 126 1,765

▲ 9.6% ▲ 3.8% ▲ 14.3% 1.8% 2.1% ▲ 3.2% ▲ 4.9%

34

事業主都合

22 68 78 93 78 373

19 72 78 78 77 37 361

15.8% ▲ 5.6% 0.0% 19.2% 1.3% ▲ 8.1% 3.3%

自己都合

185 298 249 241 188 64 1,225

211 315 314 245 177 69 1,331

▲ 12.3% ▲ 5.4% ▲ 20.7% ▲ 1.6% 6.2% ▲ 7.2% ▲ 8.0%

7 13726 20

56 36 26 23

▲ 18.9%▲ 44.6% ▲ 19.4% ▲ 7.7% 13.0% 25.0% ▲ 41.7%

別表５　九州各県の有効求人倍率（季節調整値、倍）

16 12 169無業者

31 29 24
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別表８　産業別・規模別新規求人状況（原数値）

　　　　項　　　目

令和2年9月 令和2年8月 令和元年9月 前 年 同 前 年
 産業別・規模別 月 比 (%) 同 月 差

Ａ.B 農、林、漁業 303             281             278 9.0 25

Ｃ 鉱業、採石業、砂利採取業 12               14               2 500.0 10
Ｄ 建設業 872 768 834 4.6 38

Ｅ 製造業 882 655 1,043 ▲15.4 ▲161

食料品製造業 326             181             304 7.2 22

飲料・たばこ・飼料製造業 32               40               112 ▲71.4 ▲80
繊維工業 103             40               55 87.3 48

木材・木製品製造業 124             70               146 ▲15.1 ▲22

家具・装備品製造業 12               13               8 50.0 4

パルプ・紙・紙加工品製造業 0                10               14 ▲100.0 ▲14

印刷・同関連業 10               22               8 25.0 2

化学工業 25               9                29 ▲13.8 ▲4

石油製品・石炭製品製造業 0                0                0 - 0

プラスチック製品製造業 25               14               26 ▲3.8 ▲1

ゴム製品製造業 8                6                17 ▲52.9 ▲9

窯業・土石製品製造業 18               23               36 ▲50.0 ▲18

鉄鋼業 7                0                2 250.0 5

非鉄金属製造業 0                0                0 - 0

金属製品製造業 39               36               32 21.9 7

はん用機械器具製造業 38               29               61 ▲37.7 ▲23

生産用機械器具製造業 10               23               11 ▲9.1 ▲1

業務用機械器具製造業 11               21               21 ▲47.6 ▲10

26               44               55 ▲52.7 ▲29

電気機械器具製造業 27               25               21 28.6 6

情報通信機械器具製造業 12 29 17 ▲29.4 ▲5

輸送用機械器具製造業 16 9 50 ▲68.0 ▲34
その他の製造業 13 11 18 ▲27.8 ▲5

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 2 6 4 ▲50.0 ▲2

Ｇ 情報通信業 204 231 119 71.4 85

Ｈ 運輸業、郵便業 358 351 442 ▲19.0 ▲84

Ｉ 卸売業、小売業 929 820 1,341 ▲30.7 ▲412

Ｊ 金融業、保険業 46 24 52 ▲11.5 ▲6

Ｋ 不動産業、物品賃貸業 92 80 109 ▲15.6 ▲17

Ｌ 学術研究、専門・技術サービス業 139 236 179 ▲22.3 ▲40

Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 651 353 570 14.2 81

宿泊業 76 36 102 ▲25.5 ▲26

Ｎ 生活関連サービス業、娯楽業 212 163 430 ▲50.7 ▲218

Ｏ 教育、学習支援業 165 166 168 ▲1.8 ▲3

Ｐ 医療、福祉 2,435 2,275 2,600 ▲6.3 ▲165

Ｑ 複合サービス事業 75 43 52 44.2 23

Ｒ 1,285 1,393 1,286 ▲0.1 ▲1
Ｓ.T 公務、その他 99 93 526 ▲81.2 ▲427

8,761 7,952 10,035 ▲12.7 ▲1,274

5,745 5,019 6,205 ▲7.4 ▲460

2,092 1,935 2,261 ▲7.5 ▲169
676 797 838 ▲19.3 ▲162
131 81 121 8.3 10
107 95 129 ▲17.1 ▲22
10 25 481 ▲97.9 ▲471

求 人 状 況

産業分類は、平成25年10月改定の「日本標準産業分類」に基づく。

電子部品・デバイス・電子回路製造業

サービス業（他に分類されないもの）

合                計

規
　
模
　
別

３００～４９９人

　　    　　　　 　２９人以下

５００～９９９人
１，０００人以上

３０～９９人　　
１００～２９９人
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正社員の有効求人倍率（原数値）の推移
参考資料 １

○ 正社員有効求人倍率は、０．８７倍と前年同月比で０．１４ポイント低下。

（資料出所） 宮崎労働局集計
※数値は原数値。
※正社員とは、パートタイムを除く常用のうち、勤め先で正社員・正職員などと呼称される正規労働者をいう。
※正社員有効求人倍率＝正社員有効求人数／常用フルタイム有効求職者数。なお、常用フルタイム有効求職者にはフルタイムの派遣労働
者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

※令和元年は、平成31年1月～4月を含む。

（倍）

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

1月 0.45 0.43 0.46 0.40 0.28 0.25 0.34 0.39 0.42 0.51 0.59 0.68 0.82 0.98 1.05 1.03

2月 0.43 0.44 0.47 0.40 0.26 0.24 0.35 0.38 0.42 0.51 0.58 0.69 0.81 0.97 1.05 0.99

3月 0.41 0.43 0.43 0.38 0.24 0.24 0.33 0.37 0.41 0.50 0.57 0.67 0.77 0.93 1.01 0.92

4月 0.36 0.39 0.38 0.33 0.21 0.22 0.30 0.34 0.37 0.46 0.53 0.64 0.74 0.90 0.98 0.86

5月 0.32 0.39 0.35 0.32 0.19 0.21 0.29 0.34 0.36 0.46 0.52 0.65 0.75 0.90 0.97 0.82

6月 0.30 0.38 0.35 0.29 0.18 0.21 0.30 0.34 0.38 0.48 0.52 0.67 0.77 0.95 1.00 0.84

7月 0.31 0.38 0.35 0.30 0.19 0.22 0.31 0.35 0.40 0.49 0.55 0.67 0.79 0.96 0.99 0.84

8月 0.32 0.41 0.37 0.32 0.19 0.24 0.33 0.37 0.43 0.51 0.59 0.71 0.82 0.96 0.98 0.85

9月 0.34 0.41 0.38 0.32 0.20 0.26 0.33 0.38 0.45 0.53 0.61 0.73 0.85 0.97 1.01 0.87

10月 0.36 0.41 0.39 0.31 0.21 0.27 0.33 0.39 0.46 0.54 0.63 0.76 0.87 0.99 1.04

11月 0.43 0.39 0.44 0.39 0.31 0.21 0.29 0.35 0.40 0.47 0.58 0.66 0.77 0.90 1.01 1.07

12月 0.44 0.41 0.45 0.41 0.30 0.23 0.33 0.37 0.42 0.50 0.59 0.68 0.81 0.94 1.06 1.10



「就業地別の求人を用いた有効求人倍率」とは
→実際に就業する都道府県を求人地として集計した有効求人倍率。なお、通常発表している都道府県別
の有効求人倍率は、求人を受理した場所を求人地として集計している。

○ 本社が多く所在する地域では、受理地別の有効求人倍率より「就業地別の求人数を用いた有効求人倍
率」が低い傾向がある。

○ 宮崎県の「就業地別の求人を用いた有効求人倍率」は1.19倍で受理地別の有効求人倍率（1.11倍）
より0.08ポイント高い。

※ 数値は季節調整値。季節調整法は、センサス局法Ⅱ（X－12－ARIMA）による。なお、令和元年12月以前の数値は、令和2年1月分公表時に
新季節指数により改訂されている。

※ 有効求職者数は求職を受理したハローワークが所在する都道府県単位で集計。
※ 季節求人については受理所を就業地とみなしている。
※ 1件の求人に複数の就業地があり、就業地毎の求人数が明確でない場合、それぞれの就業地に順番に求人数を割り当てて配分している。

【参考指標】就業地別の求人数を用いた有効求人倍率（季節調整値）（令和2年9月）

（資料出所）宮崎労働局

①
有効求職者数

②
有効求人数

③
就業地別

有効求人数

④
有効求人倍率

⑤
【参考指標】
就業地別

有効求人倍率

⑥差

②／① ③／① ⑤－④

令和元年

9月 18,884 27,010 30,142 1.43 1.60 0.17 

10月 18,801 26,656 29,818 1.42 1.59 0.17 

11月 18,875 26,516 29,583 1.40 1.57 0.17 
12月 18,759 25,859 28,995 1.38 1.55 0.17 

令和2年

1月 18,853 25,201 28,141 1.34 1.49 0.15

2月 19,138 24,789 27,707 1.30 1.45 0.15

3月 18,857 24,081 26,773 1.28 1.42 0.14
4月 18,838 22,537 24,874 1.20 1.32 0.12
5月 19,309 21,605 23,634 1.12 1.22 0.10

6月 19,746 21,779 23,731 1.10 1.20 0.10

7月 19,813 21,808 23,889 1.10 1.21 0.11

8月 20,269 23,127 24,975 1.14 1.23 0.09

9月 20,439 22,623 24,240 1.11 1.19 0.08

参考資料 ２
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宮崎労働局における雇用調整助成金の支給決定状況について 
～延べ８千件の支給決定を行い、 

雇用の維持を支援した労働者数が 12 万人（延べ）を超えました～ 

 

宮崎労働局（局長 名田 裕）は、このほど新型コロナウイルス感染症の影響を受け

た事業主に対する雇用調整助成金の支給決定状況を、以下のとおり取りまとめました

のでご報告します。 

雇用調整助成金は、雇用維持に取り組む県内の非常に多くの事業者にご活用いただ

いているところであり、宮崎労働局においては、引き続き２週間以内の迅速な支給決

定を目指して取り組みます。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

※ 雇用調整助成金とは、経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、

労働者に対して一時的に休業等を行い、労働者の雇用の維持を図った場合、事業主が労働

者に支払った休業手当等の一部（一定の要件を満たす場合は全部）が国によって助成され

る制度です。 

新型コロナウイルス感染症の影響への緊急対応期間として、令和２年４月１日から 12 月

31 日までの間、特例措置として大幅に助成率及び上限額の引上げを行うとともに、受給手

続を簡素化しています。 

【照会先】 

宮崎労働局職業安定部職業対策課 

(担 当)  

職業安定部長      大原 竜太 

職業対策課長      早瀬 幸則 

(電 話) 0985-38-882４ 

【雇用調整助成金の支給申請件数及び支給決定件数】（10 月 27 日現在速報値） 

○支給申請件数（①）：8,540 件   

○支給決定件数（②）：8,026 件 〇支給決定率（②／①）：94.0 ％ 

〇休業対象労働者数（延べ人数）：125,415 人 

【10 月 12 日～16 日に受理（334 件）した申請の処理状況】 

（10 月 27 日現在速報値） 

 〇支給決定を行ったものの平均処理日数：8.6 日 

 〇２週間以内の支給決定件数：300 件（89.8％） 

【参考】令和２年６月から９月までの支給決定を行ったものの平均処理日数 

（10 月 27 日現在速報値） 

月 受理件数（件） 

※括弧内は前月比（％） 

支給決定を行ったものの

平均処理日数（日） 

６月 1,505（235.2) 15.4 

７月 1,362(▲9.5) 10.6 

８月 1,852(36.0) 12.1 

９月 2,038(10.0) 12.7 

※ 平均処理日数は、土日・祝日を含めた日数。 

※ 雇用保険被保険者以外の方を対象にした緊急雇用安定助成金を含む。 

宮崎労働局発表 

令和２年 10 月 30 日 



 

 
 
 
 
 
 

                                            

 

報道関係者 各位 

 

11 月は『人材開発促進月間』です！ 

 

厚生労働省では、11月を「人材開発促進月間」としています。月間を中心に、関係機関に

おいて、職業能力の開発・向上の促進や技能の振興に資する様々な取組が行われます。 

 宮崎労働局では、現在仕事探しをしている求職者の方や、企業で働いている従業員の方の

職業能力の開発・向上などが積極的に行われるように、公的職業訓練や事業主への助成金な

どによる様々な支援を行っており、月間を通じてそれらの取組を、より地域にＰＲしていき

ます。（具体的には、下記１・２のとおり） 

また、宮崎県をはじめとする関係機関においても、下記３の取組を行うこととしています。 

 

 

記 

 

１ 労働局が実施する行事 

（１）ハロートレーニングメディアツアーの実施 

  ・報道関係の皆様に、「ものづくり訓練」の「現場を見て」、「話を聞いて」、「知って」 

  いただくツアーを開催するものです。 

  見学だけでなく、実際に訓練生や修了生、雇用事業主と意見交換していただき、ハロー

トレーニングの魅力とその効果をご紹介します。 

開催日時：令和２年 12月９日（水）13:15～15：30 

開催場所：ポリテクセンター宮崎 

（※ハロートレーニングメディアツアーのチラシは別紙１のとおり） 

   

２ 労働局（公共職業安定所）が実施する行事 

（１） 事業主等への重点周知 

・従業員のスキルアップ等、人材開発に取り組む事業主の皆さまを支援するために様々 

な支援を行っており、これらの支援内容について、月間中に事業主等へ重点周知を行い 

ます。 

【参考】リーフレット「人材開発支援策」のご案内 

 〇事業主の方へ 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzaikaihatsu/ 

宮崎労働局 Press Release 
【照会先】 

宮崎労働局職業安定部訓練室 

   室  長        多田真理子 

地方人材育成対策担当官 福田 和也 

（電話）0985-38-8838 

宮崎労働局発表 

令和２年 10 月 30 日 



 

（２） ハローワークにおける求職者向け訓練説明会の実施 

・訓練の内容や訓練を受けることの効果について、訓練実施施設から“生の説明”が直 

接聞けるイベントです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

３ 関係団体が実施する行事 

（１） ポリテクセンター施設見学会 

・ 実際の訓練を「見て」・「聞いて」・「感じて」いただく機会です。 

  【ポリテクセンター宮崎】 

   開催日時：令和２年 11月 16 日（月）13：00～15：30 

          令和２年 11月 25 日（水）13：00～15：30         

  【ポリテクセンター延岡】 

   開催日時：令和２年 11月５日（木）9：00～16：20 

 

（２）宮崎県立産業技術専門校高鍋校オープンキャンパス 

・中学校卒業者等を対象とした公共職業訓練施設での訓練説明やものづくり体験実習、

相談会等を実施します。 

開催日時：令和２年 12月１日（火）9：30～15：00 

開催場所：宮崎県立産業技術専門校高鍋校 

 

（３）ものづくり体験教室 

開 催 日：令和２年 11月７日（土）9：30～12：00 

開催場所：ポリテクセンター延岡 

主 催：ポリテクセンター延岡 

内 容：若年者の「ものづくり技能」への理解を深めていただくために、施設を 

開放しものづくりを体験 

 

（４）宮崎県職業能力開発関係表彰・伝達式 

開 催 日：令和２年 12月 14 日（月）16:00～17:00 

ハローワーク 開催日時 開催場所 

宮崎 
令和 2年 11 月 2日（月） 

 13:30～15:05 
ハローワーク宮崎 別館会議室 

延岡 
令和 2年 11 月 2日（月） 

 13:45～16:10 
ハローワーク延岡２F大会議室 

日向 
令和 2年 11 月 6日（金） 

 13:30～15:35 
ハローワーク日向２F 

都城 
令和 2年 11 月 17 日（火） 

 13:30～15:25 
ハローワーク都城２F会議室 

高鍋 
令和 2年 11 月 2日（月） 

 10:00～11:10 
ハローワーク高鍋 会議室 

小林 
令和 2年 11 月 4日（水） 

 14:00～15:30 
ハローワーク小林２F大会議室 



 

開催場所：宮崎観光ホテル 

主 催：宮崎県/宮崎県職業能力開発協会/宮崎県技能士会連合会 

内 容：県内の技能振興や職業訓練など職業能力開発に多大な貢献のあった 

方々の表彰等 

 

 

 

 

 

 



 

 

令和 2 年 

12 月９日（水） 

【主催】宮崎労働局・ポリテクセンター宮崎・ポリテクセンター延岡 

ポリテクセンター宮崎
を見学しませんか！！ 

新型コロナウイルス感染症の影響により、求人数が減少する中、

資格や技術を身につける能力開発支援であるハロートレーニング

（公的職業訓練）の魅力と効果をメディアの皆様に知っていただき

たくて今年も開催します。ぜひ、ご参加ください！ 

 

※スケジュールや内容は、現在計画中であり変更の可能性があります。 
別添 1 



＾ 

 
令和 2 年 12 月 9 日（水） 

13 時 15 分～15 時 30 分（途中参加、退出可） 

ポリテクセンター宮崎 

独立行政法人   

〒880-0916  

13:15       ポリテセンター宮崎に集合 

13:15～13:30  

  

13:３0～14:30 

 

 

 

14:40～15:30   

高齢･障害･求職者雇用支援機構 宮崎支部 

☎ 0985-51-1511   

宮崎市大字恒久 4241 番地 

ポリテクセンター宮崎の概要説明 

７つの「ものづくり」訓練科の紹介や、全国でも高い就職率
をあげている就職支援について説明します。 

 

訓練の様子を見学 

訓練中の教室をご案内します。訓練
の内容を指導員が説明しますので、
近くで訓練の様子を見てください。
今回はイヤホンを使って説明します
ので、聞き逃すこともありません。 

 

訓練修了生や訓練生を雇用している事業主との意見交換 

未経験でも、訓練で技術を身につけ「もの
づくり」の現場で働く女性やその雇用主
等、職業訓練の「実際は」を語ってもらい
ます。参加者の方と意見交換しませんか。 
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報道関係者 各位 

  

 

11 月は「過労死等防止啓発月間」です 

～過労死等防止対策推進シンポジウムや過重労働解消キャンペーンなどを実施～ 

 

厚生労働省が、11 月を「過労死等防止啓発月間」と定めたことに合わせ、宮崎労働

局（局長：名田 裕）では、使用者団体等への協力要請、長時間労働が疑われる事業場

等への重点的な立入調査、長時間労働削減に向けて積極的に取り組む「ベストプラク

ティス企業」への職場訪問等、以下の取組を実施します。 

 

➢「過労死等防止対策推進シンポジウム」概要 

  過労死等の防止のための活動を行う民間団体と連携して、シンポジウムを開催します。(無 

料でどなたでも参加できます。) 

 日時：令和２年 11 月 17 日（火） 18:00～20:00（受付 17:30～） 

 場所：宮日会館 11 階 ホール（宮崎市高千穂通 1-1-33） 

[参加申込方法] 事前に下記ホームページからお申し込みください。 

https://www.p-unique.co.jp/karoushiboushisympo/ 

 

 

➢「過重労働解消キャンペーン」概要 

１ 労使の主体的な取組を促します 

   キャンペーンの実施に先立ち、使用者団体や労働組合に対し、宮崎労働局長名による

協力要請を行うこととしています。 

２ 宮崎労働局長によるベストプラクティス企業への職場訪問を実施します 

   宮崎労働局長が長時間労働削減に向けた積極的な取組を行っている企業を訪問し、取

組事例を広く紹介します。なお、訪問の詳細は追って公表します。 

   

３ 重点監督を実施します 

   長時間の過重な労働による過労死などに関して労災請求が行われた事業場や若者の

「使い捨て」が疑われる企業などへ監督指導を集中的に行います。 

                                     （続く） 

【照会先】 

宮崎労働局労働基準部監督課 

 課     長  上田 徹也 

 監察監督官  佐々木 大樹 

(電話) 0985-38-8834 

（FAX） 0985-38-8830 

宮崎労働局発表 

令和２年１０月１６日 
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４ 電話相談を実施します 

「過重労働解消相談ダイヤル」（無料）において、過重労働をはじめとした労働条件全

般にわたる相談を受け付けます。（宮崎県内からおかけいただくと、福岡労働局の担当

官がご相談に対応します。） 

実施日時   ： 令和２年 11月１日（日）9:00～17:00 

 フリーダイヤル： ０１２０（７ ９ ４
なくしましょう

）７１３
長い残業

 
  

５ 過重労働解消のためのセミナーを開催します 

    企業における自主的な過重労働防止対策を推進することを目的として、10 月から 12

月を中心に、オンラインにより「過重労働解消のためのセミナー」(委託事業)を開催し

ます。(無料でどなたでも参加できます。) 

[URL]https://shuugyou.mhlw.go.jp/kajuuroudou.html 

 

 

 

（参考） 

 

過労死等防止啓発月間とは「過労死等防止対策推進法」に基づくもので、過労死等

を防止することの重要性について国民に自覚を促し、関心と理解を深めるため、毎年

11 月に実施しています。 

月間中は、国民への周知・啓発を目的に、全国 47 都道府県で「過労死等防止対策推

進シンポジウム」を開催するほか、「過重労働解消キャンペーン」として著しい過重労

働や悪質な賃金不払残業などの撲滅に向けた監督指導や無料の電話相談などを行いま

す。 

 

 
「過労死等」とは･･･業務における過重な負荷による脳血管疾患もしくは心臓疾患を原因とする死亡、も

しくは業務における強い心理的負荷による精神障害を原因とする自殺による死亡 

またはこれらの脳血管疾患、心臓疾患、精神障害をいいます。 

 

 

 
[別紙１] 令和２年度過労死等防止対策推進シンポジウムの概要 

[別紙２] 令和２年度過重労働解消キャンペーンの概要 

https://shuugyou.mhlw.go.jp/kajuuroudou.html


令和２年度過労死等防止対策推進シンポジウムの概要 

（宮崎労働局） 

 

 

１ 趣旨 

「過労死等の防止のための対策に関する大綱」（平成 30 年７月 24 日閣議決定）に基

づく対策により、健康で充実して働き続けることのできる社会の実現に向け、過労死等

を防止することの重要性について国民の自覚を促すとともに、これに対する国民の関心

と理解を深めるため、11 月の「過労死等防止啓発月間」に過労死等防止対策推進シンポ

ジウムを開催します。 

 

２ 開催日時等（参加無料） 

（１） 開催日時 

令和２年１１月１７日（火） １８：００～２０：００（受付１７：３０～） 

 

（２）開催場所 

    宮日会館 １１階ホール 

    宮崎市高千穂通１－１－３３ 

 

（３） 参加申込み方法等 

    会場の都合上、事前申込みとしております。申込みはＷｅｂ又はＦＡＸでお願いし

ます（別紙リーフレットをご参照ください）。 

    なお、定員に満たない場合には、当日参加も可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１ 





令和２年度過重労働解消キャンペーンの概要（宮崎労働局） 

 

１ 実施期間 

 令和２年 11 月１日（日）から 11 月 30 日（月）までの１か月間 

２ 具体的な取組 

（１）労使の主体的な取組を促します 

キャンペーンの実施に先立ち、宮崎県内の使用者団体や労働組合に対し、長時間

労働削減に向けた取組及び大企業等の長時間労働の削減等に伴う下請等中小事業者

への「しわ寄せ」防止の取組に関する周知・啓発等について、宮崎労働局長名によ

る協力要請を行い、労使の主体的な取組を促します。 

 

（２）宮崎労働局長によるベストプラクティス企業への職場訪問を実施します 

     宮崎労働局長が長時間労働削減に向けた積極的な取組を行っている「ベストプラ

クティス企業」を訪問し、取組事例を広く紹介します。 

 

（３）過重労働が行われている事業場などへの重点監督を実施します 

   ア 監督の対象とする事業場等 

     以下の事業場等に対して、重点監督を実施します 

① 長時間にわたる過重な労働による過労死等に係る労災請求が行われた事業場等 

② 労働基準監督署及びハローワークに寄せられた相談等から、離職率が極端に高い

など若者の「使い捨て」が疑われる企業等 

 

イ 重点的に確認する事項 

① 時間外・休日労働が、「時間外・休日労働に関する協定届」（いわゆる 36 協定）

の範囲内であるか等について確認し、法違反が認められた場合は是正指導しま

す。 

② 賃金不払残業が行われていないかについて確認し、法違反が認められた場合は是

正指導します。 

③ 不適切な労働時間管理については、労働時間を適正に把握するよう指導します。 

④ 長時間労働者に対しては、医師による面接指導等、健康確保措置が確実に講じら

れるよう指導します。 

 

ウ 書類送検 

  重大・悪質な違反が確認された場合は、送検し、公表します。 

 

  ※監督指導の結果、公表された場合や、１年間に２回以上同一条項の違反について是正勧告を

受けた場合は、ハローワークにおいて、新卒者等を対象とした求人を一定期間受理しません。 

   また、職業紹介事業者や地方公共団体に対しても、ハローワークと同様の取り組みを行うよ

うご協力をお願いしています。 

別紙２ 



（４）「過重労働解消相談ダイヤル」を実施します 

     フリーダイヤルによる全国一斉の「過重労働解消相談ダイヤル」を実施し、都道

府県労働局の担当官が、相談に対する指導・助言を行います。 

    ［フリーダイヤル］ ０１２０－７９４－７１３
フリーダイヤル なくしましょう 長い残業

 

 ［実施日時］    令和２年 11 月１日（日）９：００～１７：００ 

  ※九州・沖縄区域から発信された電話の相談は、福岡労働局が対応します。 

 

 

「過重労働解消相談ダイヤル」以外にも、常時相談や情報提供を受け付けていま

す。 

ア 宮崎労働局または各労働基準監督署（開庁時間 平日 8:30～17:15） 

    

 

 

 

 

 

 

イ 労働条件相談ほっとライン（委託事業） 

  平日夜間・土日に、労働条件に関して、無料で相談を受け付けています。 

［フリーダイヤル］ ０１２０
フリーダイヤル

－８１１
は い ！

－６１０
労 働

 

［相談受付時間］  月～金 17：00～22:00、土・日・祝 9：00～21:00 

https://www.check-roudou.mhlw.go.jp/lp/hotline/ 

ウ 労働基準関係情報メール窓口 

  労働基準法等の問題がある事業場に関する情報をメールで受け付けています。 

［URL］

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/ma

il_madoguchi.html   

対応窓口 電話番号 

宮崎労働局労働基準部監督課 0985－38－8834 

宮崎労働基準監督署 0985－29－6000 

延岡労働基準監督署 0982－34－3331 

都城労働基準監督署 0986－23－0192 

日南労働基準監督署 0987－23－5277 

 

（５）過重労働解消のためのセミナーを開催します 

    企業における自主的な過重労働防止対策を推進することを目的として、10 月から

12 月を中心に、オンラインにより「過重労働解消のためのセミナー」(委託事業)を

開催します。(無料でどなたでも参加できます。) 

[URL]https://shuugyou.mhlw.go.jp/kajuuroudou.html 

 

（６）キャンペーンの趣旨などについて周知・啓発を実施します 

     使用者等へのリーフレットの配布、ホームページの活用により、キャンペーンの

趣旨などについて広く県民に周知を図ります。 

 

https://www.check-roudou.mhlw.go.jp/lp/hotline/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/mail_madoguchi.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/mail_madoguchi.html
https://shuugyou.mhlw.go.jp/kajuuroudou.html


近年、働き過ぎやパワーハラスメント等の
労働問題によって多くの方の尊い命や心身の健康が
損なわれ深刻な社会問題となっています。
本シンポジウムでは有識者や過労死で亡くなられた方の
ご遺族にもご登壇をいただき、過労死等の現状や課題、
防止対策について探ります。

過労死をゼロにし、
健康で充実して働き続ける
ことのできる社会へ

毎
年
11
月
は「
過
労
死
等
防
止
啓
発
月
間
」で
す
。

宮 崎 会場

宮日会館 11階 ホール
（宮崎県宮崎市高千穂通1-1-33）
※会場に駐車場はございません。

会場

日時 2020年11月17日（火）
18：00～20：00（受付17：30～）

参加
無料
事前申込

過労死等防止対策推進シンポジウム 検索

スマートフォンで
QRコードを
読み込んで下さい。

新型コロナウイルス感染症の予防対策を行い
実施いたします。今後の感染状況により、
参加者数を制限するなど、規模を縮小して
実施する場合があります。
参加には、事前申込みが必要です。
詳細、中止の連絡等は、ホームページにて
お知らせいたします。

主催：厚生労働省　　後援：宮崎県、宮崎県医師会、宮崎県社会保険労務士会
協力：働くもののいのちと健康を守る宮崎県連絡会、宮崎過労死弁護団、宮崎県民主医療機関連合会、
 東九州過労死過労死等を考える家族の会、過労死等防止対策推進全国センター、全国過労死を考える家族の会、
 過労死弁護団全国連絡会議



宮崎
山形屋

セブン
イレブン

カリーノ
宮崎 JR

宮崎中央
郵便局

高千穂通り

国
道
10
号
線

ローソン

J
R
宮
崎
駅

宮日会館

スマートフォンで
QRコードを
読み込んで下さい。

宮日会館 11階 ホール
（宮崎県宮崎市高千穂通1-1-33）
・JR日豊本線「宮崎駅」から徒歩5分
※会場に駐車場はございません。

連 絡 先

企業・団体名

●次の該当する□に✔をお願いいたします。
□ 経営者　　□ 会社員　　□ 公務員　　□ 団体職員　　□ 教職員　　□ 医療関係者　　□ 弁護士
□ 社会保険労務士　  □ パート・アルバイト　　□ 学生　　□ 過労死家族　　
□ その他 ［　　　    　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　　　　　　　　    　　］

ふりがな

ふりがな

ふりがな

ふりがな

お 名 前

「個人情報の取扱いについて」・ご記入いただいた事項は、過労死等防止対策推進シンポジウムの申込受付業務を目的として使用します。ただし、新型コロナウイルス感染症の感染疑いが生じた場合に、保健所への
情報提供に限り使用します。 ・他の目的ではご本人の同意なく第三者に提供をいたしません。  ・委託運営株式会社プロセスユニークの「個人情報保護方針（http://www.p-unique.co.jp/privacy）」に従い適切な
保護措置を講じ、厳重に管理いたします。

過労死等防止対策推進シンポジウム ［参加申込書］

●Webからの申し込み：以下ホームページをご覧いただき、申し込みをお願いいたします。
https://www.p-unique.co.jp/karoushiboushisympo

［主催者挨拶］   宮崎労働局労働基準部

［宮崎県挨拶］   宮崎県商工観光労働部

「あるSE労働者の過労死事案報告」　佐藤久恵 氏 （東九州過労死を考える家族の会）
［基調講演］ 「過労死をなくすために今一番何が必要か」
 松丸 　正 氏 （過労死弁護団全国連絡会議共同代表）

［事例報告］ 「あるトラック労働者の過労死事案について」
 西田 隆二 氏 （弁護士法人かなで 西田・山田法律事務所）

［ミニパネルディスカッション］「自己責任で過労死は防止できるか？」
 谷口 純一 氏（宮崎過労死弁護団） 松丸     正 氏
 上野 　満 氏（宮崎生協病院  小児科・産業医） 桐木 弘子 氏（東九州過労死を考える家族の会  代表）

5名以上のお申込みは、
別紙（様式自由）にて
FAXしてください。

●以下の参加申込書に必要事項を記載の上、FAXをお願いいたします。FAX番号 03-6264-6445

過労死等防止対策推進シンポジウム 検索

●下記の「個人情報の取扱いについて」に同意の上、ご記入ください。

●FAX：●TEL：
●E-mail：

（お問い合わせ先）  電話：0120-562-552  E-mail：karoushiboushisympo@p-unique.co.jp  株式会社プロセスユニーク

会場のご案内

宮 崎会場

参加申込について
▶新型コロナウイルス感染症の影響により事前申し込みをお願いします。
　尚、定員になり次第締め切りさせていただきますご了承ください。
▶申し込みはＷｅｂまたはＦＡＸでお願いします。
▶参加証を発行いたします。当日、受付までお持ちください。
▶定員超過の場合は、電話またはメールでご連絡いたします。
▶連絡先のTELかE-mailのどちらかは必ずご記入ください。











 
 

                 

 

 

 

 

 

 

 

11 月は「しわ寄せ」防止キャンペーン月間です 
 

～大企業等と下請等中小事業者は共存共栄！ 適正なコスト負担を 

伴わない短納期発注や急な仕様変更などはやめましょう！～ 
  

事業主の皆様へ 

大企業・親事業者による長時間労働の削減等の取組が、下請等中小事業者に

対する適正なコスト負担を伴わない短納期発注、急な仕様変更などの「しわ寄

せ」を生じさせている場合があります。 

このため、厚生労働省、中小企業庁及び公正取引委員会は、昨年度から 11 月

を「しわ寄せ」防止キャンペーン月間と位置づけ、「しわ寄せ」防止に向けた

集中的な周知・啓発の取組を行っています。 

大企業・親事業者と下請等中小事業者は共存共栄という認識の下、適正なコ

スト負担を伴わない短納期発注や急な仕様変更などはやめましょう。 

詳しくは、「しわ寄せ」防止特設サイトをご覧いただくか、宮崎労働局雇用

環境・均等室にお問い合わせください。 

 

 

－添付資料－ 

 

リーフレット 「11 月は『しわ寄せ防止キャンペーン月間』です。」 

 

 

 

【照会先】 

宮崎労働局雇用環境・均等室 

室 長     狭間 美恵 

監理官     中玉利浩治 

（電話）0985（38）8821 

宮 崎 労 働 局 
Press Release 

宮崎労働局発表 

令和２年 10 月 30 日 







 
 

 

 

 

 

 

 

 

報道関係者 各位 

 

ハローワークの主要指標等の実績（令和２年８月分）について 

 

 

平成 27 年度から、ハローワークの更なる機能強化を図るため、「ハローワークの

マッチング機能に関する業務の評価・改善」の取組を全国で実施しております。 
今回、宮崎労働局の各ハローワークの主要指標等の実績（令和 2 年８月分）を別

添資料のとおりとりまとめましたので、お知らせいたします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
HP:https://jsite.mhlw.go.jp/miyazaki-roudoukyoku/ 

                                 
 

宮崎労働局発表 

令和 2 年 10 月 30 日 

【照会先】 

 

           

 

（電話）０９８５－３８－８８２３ 

宮崎労働局 

 

Press Release 

 

課        長  山本 浩一 
地方職業指導官  児玉 雅彦 

宮崎労働局職業安定部職業安定課 

※別添資料については、宮崎労働局ＨＰ上でもお知

らせしております。以下のＱＲコードからアクセ

スしてください。          



※雇用保険受給者の早期再就職件数は、基本手当の支給残日数を所定給付日数の3分の2以上残して早期に再就職した件数です。なお、当該実績については
１月遅れての公表となります。

宮崎労働局管内のハローワークにおける取組について①【主要３指標】

○ ハローワークでは、お仕事を探されている求職者の方に対する各種就職支援、また人材を確保したい地
域の企業に対する求人充足支援などを中心に様々なサービスを展開しております。

○ 各ハローワークでは、管内の特徴を踏まえ、それぞれの課題に応じた取組を実施しております。
○ 令和２年度の各ハローワークの主要指標等の目標値及び実績値は以下のとおりです。

③雇用保険受給者の
早期再就職件数（※）

１

１．主要３指標について

年度目標 8月実績 年度累計 進捗率

安定所

①就職件数

（常用）

②充足件数

（常用、受理地ベース）

年度目標 8月実績 年度累計 進捗率 年度目標 7月実績 年度累計 進捗率

7,616件 519件 3,000件 39.4％

2,403件 141件 888件 37.0％

1,991件 144件 718件 36.1％

3,844件 275件 1,581件 41.1％

1,131件 79件 387件 34.2％

1,625件 86件 566件 34.8％

1,397件 106件 549件 39.3％

20,007件 1,350件 7,689件 38.4％

2,405件 239件 921件 38.3%

717件 72件 244件 34.0%

529件 52件 196件 37.1%

1,223件 177件 515件 42.1%

420件 37件 189件 45.0%

569件 57件 199件 35.0%

413件 43件 149件 36.1%

6,276件 677件 2,413件 38.4%

7,204件 472件 2,798件 38.8％

2,709件 173件 961件 35.5％

2,108件 147件 751件 35.6％

3,966件 273件 1,538件 38.8％

1,309件 103件 481件 36.7％

１,934件 113件 684件 35.4％

1,527件 112件 617件 40.4％

20,757件 1,393件 7,830件 37.7％

宮 崎

延 岡

日 向

都 城

日 南

高 鍋

小 林

宮崎労
働局計



ハローワーク宮崎

ハローワーク日向

ハローワーク宮崎

重 点 指 標 年 度 目 標 8月実績 累 計 進捗率

①生活保護受給者等
の就職件数

295件 11件 88件 29.8％

②障害者の就職件数 529件 35件 237件 44.8％

③ハローワークの職業紹介
により正社員に結びついた
就職氷河期世代の件数
（35歳～54歳）の件数

478件 40件 201件 42.1％

④正社員求人数 19,736件 1,532件 7,734件 39.2％

⑤正社員就職件数 3,314件 220件 1,339件 40.4％

⑥人材不足分野の就職
件数

2,364件 157件 980件 41.5％

⑦生涯現役支援窓口で
の65歳以上の就職件数

122件 10件 64件 52.5％

重 点 指 標 年 度 目 標 8月実績 累 計 進捗率

①ハローワークの職業紹介
により正社員に結びついた
就職氷河期世代の件数
（35歳～54歳）の件数 94件 6件 28件 29.8％

②正社員求人数 5,240件 374件 2,138件 40.8％

③正社員就職件数 1,234件 81件 517件 41.9％

④生涯現役支援窓口で
の65歳以上の就職件数

60件 8件 23件 38.3％

宮崎労働局管内のハローワークにおける取組について②【各ハローワークの課題別指標】

※各ハローワーク管内の課題に応じて、ハローワーク毎に目標を設定しています。

２．各ハローワークにおける課題別の重点指標について

※重点指標の設定数・目標数値は、ハローワークの規模により異なります。

ハローワーク延岡

２



ハローワーク宮崎

重 点 指 標 年 度 目 標 8月実績 累 計 進捗率

①ハローワークの職業紹介に
より正社員に結びついた就職
氷河期世代（35歳～54歳）
の件数

45件 2件 16件 35.6％

②正社員求人数 2,197件 174件 775件 35.3％

③正社員就職件数 561件 45件 229件 40.8％

重 点 指 標 年 度 目 標 8月実績 累 計 進捗率

①ハローワークの職業紹介に
より正社員に結びついた就職
氷河期世代（35歳～54歳）
の件数

67件 8件 26件 38.8％

②正社員求人件数 3,284件 222件 1,239件 37.7％

③正社員就職件数 786件 53件 323件 41.1％

重 点 指 標 年 度 目 標 8月実績 累 計 進捗率

①ハローワークの職業紹
介により正社員に結びつい
た就職氷河期世代（35歳
～54歳）の件数

57件 12件 76件 133.3％

②正社員求人件数 3,360件 295件 1,313件 39.1％

③正社員就職件数 804件 59件 331件 41.2％

重 点 指 標
年 度
目 標

8月実績 累 計 進捗率

①ハローワークの職業紹介
により正社員に結びついた
就職氷河期世代（35歳～
54歳）の件数 244件 16件 93件 38.1％

②マザーズハローワーク 事
業における担当者制による
就職支援を受けた重点支
援対象者の就職率

93.4% 100.0％ 98.9％ －

③正社員求人数 10,148件 793件 4,211件 41.5％

④正社員就職件数 1,923件 140件 844件 43.9％

⑤生涯現役支援窓口で
の65歳以上の就職件数

81件 6件 46件 56.8％

ハローワーク日向

重 点 指 標 年 度 目 標 8月実績 累 計 進捗率

①ハローワークの職業紹介に
より正社員に結びついた就職
氷河期世代（35歳～54歳）の
件数

78件 7件 43件 55.1％

②正社員求人数 3,548件 308件 1,396件 39.3％

③正社員就職件数 917件 67件 366件 39.9％

ハローワーク都城

３

ハローワーク日南

ハローワーク高鍋

ハローワーク小林



ハローワークのマッチング機能に関する業務の評価・改善の取組（概要）

• 現行の取組（就職率等を指標にしたＰ
ＤＣＡサイクルによる目標管理）を拡充
し、業務の質の指標を追加。

• 地域の雇用の課題を踏まえ重点とする
業務に関する指標を追加。

• 中長期的な就職支援の強化のため、
職員の資質向上や継続的な業務改善
の取組を推進。

ＰＤＣＡサイクルによる
目標管理・業務改善の拡充

• 業務の成果や目標達成状況等を定期
的に公表

→主要指標の実績を毎月、総合評価を年度
終了後に公表

• 業務の成果や質、職員の資質向上・業
務改善の取組等の実施状況をもとにハ
ローワークの総合評価を実施。

→労働市場の状況や業務量が同程度のハ
ローワークをグループに分け、その中で
比較し評価

• ハローワークごとに実績・総合評価及び
業務改善の取組等をまとめ、労働局が
公表。

• 労働局は地方労働審議会、本省は労
働政策審議会に報告。

①評価結果等をもとに労働局・ハ
ローワークに対する問題状況の改
善指導

②改善計画を作成、本省・労働局が
重点指導（評価期間終了後）

③好事例は全国展開（評価期間終
了後）

重点的に取り組んだ事項、業務改善を

図った事項、業務改善が必要な事項、

総合評価、基本統計データ、指標ごと

の実績及び目標達成状況などを公表

• 評価結果等をもとに本省・労働局によ

る重点指導や好事例の全国展開等を

実施。

短
期
的
な
成
果
の
向
上
だ
け
で
な
く
中

長
期
的
な
業
務
の
質
向
上
・業
務
改
善

を
図
り
就
職
支
援
を
強
化

主要業務
の成果の向上

サービスの質向上
地域の課題への対応

職員の資質向上の取組

継続的な業務改善の取組等

○ ハローワークの機能強化を図るため、平成２７年度から「ハローワークのマッチング機能に関する業務の評価・ 改善の取組」が
スタートしました。

○ 地域の雇用の課題を踏まえた成果目標を掲げるとともに、主要指標等については、毎月実績を公表します。また、年度終了後
には、当該年度の取組の総合的な評価をハローワークごとにまとめ、公表します。

○ 労働市場の状況や業務量が同程度の全国のハローワークをグループ分けし、その中で比較・評価を行い、その後の業務改善
に活かします。

ハローワークのマッチング機能の
総合評価・利用者への公表

評価結果等に基づく
全国的な業務改善

４



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮崎労働局・労働基準監督署・公共職業安定所（ハローワーク）の 

行事予定（令和２年 11月） 

 

 

宮崎労働局（局長 名田 裕）は、宮崎労働局及び県内各労働基準監督署・各公

共職業安定所（ハローワーク）の主要な行事予定を取りまとめました。 

取材・報道等にご活用ください。 

【照会先】 

宮崎労働局 雇用環境・均等室 

室   長   狭間 美恵 

監 理 官   中玉利 浩治 

企画・調整係   馬﨑 信行 

（代表電話）0985－38－8821 

（直通電話）0985－38－8821 

宮崎労働局 
Press Release 

宮 崎 労 働 局 発 表 
令和２年 10 月 30 日解禁 
 



1 日

2 月

3 火

4 水
衛生管理者活用セミナー（宮崎労基署・宮崎産業保健総合推進センター共催、場所：宮崎県医師会、時間：13：30～15：00）
働き方改革関連法に関する説明会（厚労省委託事業、場所：生涯学習センターまなびピア、時間：14：00～）

5 木

6 金

7 土

8 日

9 月

10 火 局長によるベストプラクティス企業訪問（訪問先：住友ゴム工業㈱宮崎工場、時間：10時00分～）

11 水
衛生管理者活用セミナー（延岡労基署・宮崎産業保健総合推進センター共催、場所：延岡市社会教育センター、時間：
13：30～15：00）

12 木

13 金 令和２年度 第１回宮崎地方労働審議会（場所：ホテルメリージュ ３階 鳳凰の間、時間：15：00～17：00）

14 土

15 日

16 月

17 火 過労死等防止対策推進シンポジウム（宮日会館11階ホール、18：00～20：00）

18 水 働き方改革関連法に関する説明会（厚労省委託事業：ＪＡ　ＡＺＭホール　14：00～）

19 木 衛生管理者活用セミナー（都城労基署・宮崎産業保健総合推進センター共催、場所：都城市まちなか交流センター、時間：13：30～15：00）
働き方改革関連法に関する説明会（厚労省委託事業：都城市商工会議所　14：00～）

20 金

21 土

22 日

23 月

24 火

25 水

26 木

27 金

28 土

29 日

30 月

令和２年11月　宮崎労働局・監督署・安定所（ハローワーク）主要行事予定表

11月 主要行事（労働局・監督署・安定所）

備　　考



第４４号 GOGO!宮崎労働局 令和２年1１月1日

来年４月）されたパートタイム・

有期雇用労働法について「正規

職員には支給されていて非正規

には支給されていない各手当が

ないか、支給基準を見直すなど

検討してほしい」など具体的に

説明しました。

併せて、今年６月から施行さ

れた改正労働施策総合推進法

（パワーハラスメント防止措置・中

小企業への適用は令和４年４月）に

ついては「まず相談窓口を設けるな

どのパワハラ防止規定をつくること

から始めましょう」と呼びかけまし

た。その他、労働局が取り扱ってい

る各種助成金についても説明。参加

者からは、「早速、就業規則など規

程等の改正に取り組みたい」などの

感想が寄せられました。

発行：宮崎労働局

宮崎市橘通東3-1-22

宮崎合同庁舎

TEL0985(38)8821

FAX0985(38)5028

10月３日から宮崎県最低賃金が時

間額793円に改定されることを広く

周知するために、名田労働局長ら宮

崎労働局職員７名が、最低賃金改定

日前日の10月２日早朝からＪＲ宮崎

駅前でリーフレット入りポケットティッ

シュを配布しました。

用意した約500個のポケットティッ

シュは、通勤者・通学者などにすべ

て受け取っていただき、この様子は

テレビ・新聞でも報道されました。

本年ポスターは俳優の“のん”さん

を起用し、「守ってね！最低賃金。」

と呼びかけています。使用者の方、

労働者の方もこの機会にぜひ最低賃

金額を下回っていないか確認をお願

いします。

宮崎県最低賃金は、昨年までの５

年間で時間額113円の引上げとなっ

ていますが、本年はコロナ禍という

特殊な状況であるため、中小零細企

業への影響が懸念されます。

そのため、生産性向上を伴う賃金引

上げを目指す中小企業に対する助成

金を始めとした支援制度も用意して

おりますので、助成金等の活用をお

考えの場合には、当局雇用環境・均

等室または「みやざき働き方改革推

進支援センター」にお問い合わせ下

さい。

説
明
す
る
赤
木
指
導
係
主
任

宮崎市で開催した説明会に５００名が参加

守
っ
て
ね
！
最
低
賃
金
。

自
分
の
最
低
賃
金
、

ち
ゃ
ん
と
調
べ
よ
う
ね
。

10月19日、宮崎公立大学におい

て、連合宮崎主催の「雇用・労働

リテラシー講座」が開催。大原職

業安定部長がオンライン講義を行

いました。

大原部長は宮崎県内で就職する

ことの選択肢について、「賃金額

は全国平均よりも低くなっていま

す。しかし、一方で物価は全国一

安いため、額面だけで判断するこ

とは適切ではありません」と述べ、

統計に基づいて分析・判断する重

要性を強調しました。

宮崎労働局は10月21日、宮崎市に

おいて「改正育児介護休業法・同一

労働同一賃金に関する説明会」を開

催。説明会には県内約400事業場か

ら500人を超える代表者や人事労務

管理者が参加しました。

説明会では、来年１月から「子の

看護休暇や介護休暇が時間単位で取

得できるようになること」や、今年

４月から施行（中小企業への適用は

ＪＲ宮崎駅前でリーフ入ポケットティッシュ５００個配る

雇用･労働ﾘﾃﾗｼｰ講座で講演

宮崎県最低賃金 時間額７９３円 宮崎県での就職

改
定
さ
れ
た
最
賃
リ
ー
フ
を
配
る
名
田
局
長
（
左
）

オ
ン
ラ
イ
ン
で
講
演
す
る
大
原
部
長

ＪＲ宮崎駅前でリーフレット入りのポケッ
トティッシュを受け取る通勤の皆さん
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延長を考える」と題したトークセッ

ションが催され、各企業の人事担

当者など約70人が参加。継続雇用・

定年延長のメリットや高齢者が活

躍できる環境整備の必要性につい

て理解を深めました。

９月27日、宮崎市男女共同参画

センター主催で、育児休業を取得

した男性や事業者によるトークセッ

ションが開催されました。宮崎労

働局からは狭間雇用環境・均等室

長がパネラーとして参加。コロナ

禍での働き方改革や国内及び海外

での育児休業制度の内容、男性の

取得状況、事業者の好事例などに

ついて話をしました。

また、育児休業を取得した男性

から「仕事を離れる不安や心配は

あったけど、職場に休暇を取りや

すい雰囲気がありました。妊娠

が分かった早い段階から上司に

相談したんです。その結果、周

囲のサポートを得ることできま

した」「産まれてすぐの子ども

に触れる機会が多く、日々子ど

もの成長を感じられました。産

後、妻の体調が戻りづらい時に

支えることができました」「育

児は気が抜けず休む間がないの

で、育児の大変さを知りました」

などのお話がありました。

さらに、事業者の方からは「会

社として男性の育児休業の取得を

話を行いました。

講演では狭間室長は女性が働

きやすい職場について、「誰も

がいきいきと働ける職場である

こと。そのためには女性が働き

続けたいと思うモチベーション

を上げていくことが大事です。

また労働環境や制度、職場の風

土を整えることや、女性を適切

に評価（処遇）することも重要」

と指摘し、会社の好事例の紹介、

女性活躍推進法の一般事業主行

動計画の策定方法、認定などに

ついて説明しました。

10月13日、延岡鉄工団地協同

組合で、狭間雇用環境・均等室

長が加盟企業の事業主２２名と各

社の女性労働者を対象に「女性

の働きやすい職場について」講

育
児
取
得
状
況
等
を
説
明
す
る
狭
間
室
長

「育休男子は語る」トークセッション開催

過労死等防止対策
推進ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ

11月17日(火)
18:00〜20:00

宮日会館11階ホール

宮崎市高千穂通

1-1-33
参加無料

事前申込み必要
11月は過労死等防止啓発月間

９月28日、宮崎県による「みや

ざき女性の活躍推進会議９月研修

会」が宮崎市で開催され、清水雇

均室長補佐が「えるぼし認定制度

（女性が活躍しやすい職場）」に

ついて説明しました。研修会は新

型コロナ感染拡大防止のため清水

補佐以外の講師は東京からZoomに

よる講演となりました。Zoomで60

名、会場に18名の計78名が参加し

ました。宮崎労働局では、今後も

女性が働きやすい労働環境づくり

を推進し、女性の活躍に積極的に

取り組む企業を応援していきます。

10月21日、宮崎市において、独

立行政法人高齢・障害・求職者雇

用支援機構宮崎支部が主催する

「生涯現役実現に向けたワークショッ

プ２０２０」が開催されました。宮

崎労働局から大原職業安定部長が

来年４月施行の「70歳までの就業

確保」を中心とした改正高年齢者

雇用安定法や県内の雇用情勢につ

いて講演しました。

ワークショップでは定年制75歳

へ引上げ事例や「継続雇用・定年

応援しています。男性が取得する

ことによって職場によい変化があっ

たんです」なども語られ、参加者

も興味深く聴き入っていました。
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水
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えるぼし制度を説明

～延岡鉄工団地協同組合で講演～

65歳以上定年 70歳までの継続雇用の実現


